
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 Ａ－４－１

事業名  埋蔵文化財発掘調査事業（七ヶ浜町全域）

事業費 総額２千円

（内訳:需用費２千円）

事業期間 平成２４年度～令和２年度

事業目的・事業地区

遺跡保存と復興事業を両立する計画を策定するため，また，両立のために協議・調整

を重ねた上で，やむを得ず遺跡との関わりが生じた計画について，その遺跡の内容を確

認するため，事前に分布・試掘調査を実施する（町内遺跡の位置図は別紙のとおり）。

事業結果

町内試掘調査予定地における事業者との遺跡保存の協議・調整を実施した。また，

東日本大震災による県道改良事業や防潮堤改修等に先立ち，町教委で実施した長須賀

遺跡・高山横穴墓群等の確認調査について，指導・助言及び協力した。

＜平成２４年度＞

・町内試掘調査予定地における事業者との遺跡保存の協議・調整，長須賀遺跡・高山

横穴墓群の確認調査指導・助言，協力等 ０千円

＜平成２５年度～令和２年度＞

・町内試掘調査予定地における事業者との遺跡保存の協議・調整 ２千円

                                

事業の実績に関する評価

①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・協議・調整等の成果は，平成２７年度・令和２年度に刊行された七ヶ浜町文化財調

査報告書第１１・１３集等で報告された。事業を適正に執行し，完了したと判断さ

れる。

②コストに関する調査・分析・評価

・遺跡保存と復興事業を両立するために協議・調整した結果，試掘調査を実施不要と

することでき，事業費を大幅に削減することができた。

③事業手法に関する調査・分析・評価

・埋蔵文化財発掘調査事業は，以下のとおり，予定より早期に事業を進めることがで

きた。

＜想定した事業期間＞

事前協議・機材準備・調査着手・調査終了 平成２４年５月～平成３３年３月

＜実際に事業に有した事業期間＞

事前協議・調整等 平成２４年５月～令和３年３月

事業担当部局

教育庁文化財課 電話番号：022-211-3685



七ヶ浜町 確認調査の指導・助言，主要協力遺跡（①・②）
（『七ヶ浜町文化財調査報告書第 13集』より作成）

①

①

②

②



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 Ｄ－１－１

事業名  道路事業（市街地相互の接続道路）（主）塩釜七ヶ浜多賀城線（菖蒲田）

総額 1,059,067 千円

(内訳：調査測量設計費 62,531 千円，用地補償費 264,739 千円，工事費 731,797 千円)

事業期間 平成２４年度～平成２９年度

事業目的・事業地区

七ヶ浜町では「菖蒲田浜・汐見台南」地区において,津波防災公園緑地の整備に合わ

せて,防災林の設置や避難路などを整備することとしている。

（七ヶ浜町震災復興計画 P23 復興まちづくりプラン 02「菖蒲田浜・汐見台南」）

本路線は，菖蒲田浜地区における防災集団移転と土地区画整理事業地等を接続するもの

であり，津波により壊滅的な被害を受けた市街地から各集落を接続する道路を整備し，

被災地間の交通円滑化を図ることで快適な生活環境確保と地域活力の創造に資するも

のである。

                                  

事業結果

整 備 前：Ｌ＝2,000ｍ，Ｗ＝ 5.5(9.0)ｍ          

整 備 後：Ｌ＝2,000ｍ，Ｗ＝ 6.0(11.5)ｍ

＜平成２４年度＞

・調査測量設計 14,930 千円

＜平成２５年度＞

・調査測量設計 26,563 千円・用地補償 60,053 千円

＜平成２６年度＞

・調査測量設計 9,598 千円・用地補償 51,769 千円・工事 241,960 千円

＜平成２７年度＞

・調査測量設計 9,582 千円・用地補償 142,050 千円・工事 218,892 千円

＜平成２８年度＞

・調査測量設計 1,858 千円・・工事 195,664 千円

＜平成２９年度＞

・用地補償 10,867 千円・工事 75,281 千円

・平成２９年７月１４日より供用開始

       【整備前】                    【整備後】



事業の実績に関する評価

①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・東日本大震災による津波により壊滅的な被害を受けた花渕浜笹山地区の防災集団移

転地や菖蒲田浜地区の被災市街地復興土地区画整理地を接続する十分な車道幅員や

歩道を有する道路を整備し，被災地間の交通円滑化が図られ，快適な生活環境確保と

地域活力の創造に資するものであると評価する。

②コストに関する調査・分析・評価

・事業費の設計・積算は宮城県の土木工事標準積算基準等により実施し，宮城県建設工

事執行規則等に基づき入札し業者が選定されている。また，事業内で発生した残土に

ついては事業内で流用土として使用するなどコスト縮減に努めることで，資材単価や

労務単価が上昇する厳しい状況下にあっても，経済性が確保された事業執行となって

いることから適正であると評価する。

③事業手法に関する調査・分析・評価

＜想定した事業期間＞

・調査測量設計 平成２４年４月～平成２４年９月

・用地買収   平成２４年９月～平成２５年３月

・工事     平成２５年４月～平成２８年３月

＜実際に事業に有した事業期間＞

・調査測量設計 平成２４年７月～平成２８年７月

・用地買収   平成２５年４月～平成２９年４月

・工事     平成２６年８月～平成３０年３月

・調査測量設計および用地買収については，関係機関や地権者との協議に不測の日数を

要し遅れが生じた。

・工事については，用地買収の遅れが見られるなか，用地取得箇所から着手することや

支障物件の移設時期の調整を行うなど工程短縮に努めることで，工事期間の短縮を図

った。

・用地買収などの遅れにより事業完了に遅れが生じる可能性があったが，その後の工事

などで適切なフォローアップを行い，事業完了できていることから事業手法は適正で

あると評価する。

事業担当部局

宮城県土木部道路課道路建設班 022-211-3163



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 C－８－１ （※効果促進事業（一括配分）についても主な事業ごとに様式を作成する。）

事業名  宮城県水産技術総合センター種苗生産施設復旧整備事業

事業費 総額 4,203,115 千円（国費:3,152,335 千円）

事業期間 平成２４年～平成２７年

事業目的・事業地区

沿岸漁業において重要な役割を担っているアワビ等の放流事業の復旧・復興を支援す

るため，七ヶ浜町松ヶ浜に種苗生産施設を復旧整備したもの。（事業地区：七ヶ浜町）

事業結果

種苗生産施設を復旧整備し，種苗生産・放流による沿岸漁業の復興を支援した。

・所在地：宮城県宮城郡七ヶ浜町松ヶ浜字浜屋敷 142 番 1

・敷地面積 10,000 ㎡

・管理棟 408 ㎡

・アワビ飼育棟及び野外水槽 1,883 ㎡

・ヒラメ中間育成水槽 803 ㎡

・付帯施設等（海水取水施設，機械棟等）

平成２７年１０月より供用開始

宮城県水産技術総合センター種苗生産施設   旧種苗生産施設被災状況

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・アワビについては年間約 100 万個の種苗が生産されている。震災前と同じ量が生

産できていることから事業が適正な執行がなされていると判断される。

・ヒラメ，ホシガレイ及びアカガイについても種苗生産・放流を行っており，年々放

流魚種の漁獲量も増えており沿岸漁業の復興に寄与したものと考えられる。

・試験研究等も再開されており種苗生産の強化が図られている。



②コストに関する調査・分析・評価

・入札により業務委託契約を締結しており，事業費は適切なものと考える。

③事業手法に関する調査・分析・評価

＜想定した事業期間＞

建築設計     平成２４年４月 ～平成２４年１０月

工事監理    平成２４年１０月～平成２６月３月

建築工事     平成２４年１０月～平成２６月３月

電気・機械工事  平成２４年１２月～平成２６月３月

工事完成     平成２６年３月

＜実際に事業に有した事業期間＞

建築設計     平成２５年１月～１０月

工事監理     平成２６年３月～平成２７年１０月

建築工事     平成２６年３月～平成２７年８月

電気・機械工事  平成２６年３月～平成２７年１０月

工事完成     平成２７年１０月

・平成 25年度内の施設完成を予定していたが，海水の取水方法として当初計画して

いた取水井戸がボーリング調査の結果から不可能であることが判明したため，取水

方法の変更が生じたため工事の進捗が遅れたもの。

事業担当部局

水産林政部水産業基盤整備課 電話番号：０２２-２１１-２９４４



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 C－１－２

事業名  農山漁村地域復興基盤総合整備事業（復興整備実施計画）

事業費 総額２３，７６９千円

事業期間 平成２４年度～平成２７年度

事業目的・事業地区

七ヶ浜町内の七ヶ浜地区において，津波により著しく被災（浸水）した農山漁村地域

の復興を目的として農地等の生産基盤整備（区画整理 A=134ha）事業の実施計画策定

を行う。震災により，地区内の農家の多くが被災し，営農者の死亡や地区外への移転，

また，生活再建等での資金需要に伴い，営農の再開が困難な農業者も多い。

このような状況において，農地の整備により，農地の面的な集約，経営の大規模化・

高付加価値化を行い，被災農家が参加する集落営農から，将来的に法人化を目指すなど，

収益性の高い農業経営の実現を目指すこととしている。これらにより，被災農家の生活

再建をはじめ，新たな雇用の創出を目指し，地域の農業振興，農村コミュニティの再生

など，町の復興計画の実現に資するものである。

地区名 七ヶ浜地区

面積  Ａ＝134.0ha

七ヶ浜町震災復興計画

記載箇所：P.16 ２.農地の回復と農業の再生概  要：大規模ほ場整備事業の推進

事業結果

地区名：七ヶ浜（計画設計 134.0ha）

・基礎調査において土地利用状況について把握し，基本計画に未整理の土地，地区

の高齢化等に関する対策を盛り込むとともに，事業計画を策定することにより，

復旧・復興へ向けた道筋を明確にすることができ，迅速な農地整備が可能となっ

た。

＜平成２４年度～平成２７年度＞

・基礎調査・基本計画作成 一式 １８，７２８千円

＜平成２４年度～平成２５年度＞

・事業計画書作成 一式 ５，０４０千円

                                 

事業の実績に関する評価

①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・基礎調査により，現況の課題(未整理の土地，地区の高齢化等)を整理し，大区画化

による農地の面的な集約，経営の大規模化・高付加価値化，収益性の高い農業経営

の実現を目指し，基本計画を策定した。

・事業確定後も基礎調査の実施により，地盤沈下による地下水や用水源への塩水の流

入状況を把握し，適切な営農障害対策の推進を図ることが出来た。



②コストに関する調査・分析・評価

・事業費の設計・積算は農林水産省土地改良工事積算基準等により実施し，宮城県財

務規則等に基づき入札を行い，公正な競争・透明性の確保に努め，適正な事業執行

がなされていると判断される。

③事業手法に関する調査・分析・評価

・七ヶ浜地区における農山漁村地域復興基盤総合整備事業（復興整備実施計画）は，

以下のとおり，概ね予定どおり事業を進めることができた

＜想定した事業期間＞

基礎調査・基本計画作成 一式  平成２５年２月～平成２８年３月

事業計画書作成 一式      平成２５年２月～平成２５年７月

（「七ヶ浜」事業計画確定      平成２５年１２月）

＜実際に事業に有した事業期間＞

基礎調査・基本計画作成 一式 平成２５年３月～平成２８年３月

事業計画書作成 一式      平成２５年３月～平成２５年９月

（「七ヶ浜」事業計画確定      平成２５年１２月）

事業担当部局

農政部農村振興課 電話番号：０２２―２１１－２８６２



【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】

事業番号 Ｃ－１－３

事業名  農山漁村地域復興基盤総合整備事業（復興基盤総合整備事業）七ヶ浜地区

事業費 総額 3,262,321 千円（うち国費 2,446,740 千円）

（内訳: 工事費 2,947,444 千円、測量試験費 171,602 千円、用地買収補償費 22,519 千円、

換地費 120,756 千円）

事業期間 平成２５年度～令和４年度

事業目的・事業地区

七ヶ浜町内の七ヶ浜地区において、東日本大震災により被災した農山漁村地域の復興を

目的として農地等の生産基盤整備（区画整理）及び集落生活環境施設の整備を実施したも

の。

(七ヶ浜地区の位置図は図１のとおり)

事業結果

七ヶ浜地区は、ほ場の大区画化、道路・用排水路・暗渠排水等の整備を行い、耕地の汎

用化、水管理の合理化が図られた。また、農地の利用集積と経営体の育成・支援を一体的

に行ったことにより、効率的かつ安定的な農業経営の確立に寄与した。

また、土地改良事業の換地制度を活用し、市町が防災集団移転促進事業により買収した

宅地元地等の集積・再配置による公共用地の創出と効率的な農地整備を一体的に行い、土

地利用の整序化を実施した。

・地区面積  A=142.9ha

・整地工   A=120.9ha

・道路工   L=2,389m

  ・用水路工  L=11,296m

・排水路工  L=17,878m

・暗渠排水工 A=119.4ha

・客土工   A=25.7ha

  ・農業施設等用地整備 A=0.6ha

・地域農業活動拠点施設整備 倉庫 N=１棟

事業の実績に関する評価

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

・七ヶ浜地区で整備した農地の作付面積は 114.8ha、作付率は 95.0%である。作付率が

平成 22 年次における宮城県本地利用率 90.6%（農林水産省耕地及び作付面積統計）を

上回っていることから、事業が適正に執行及び活用されていると判断される。

② コストに関する調査・分析・評価

・事業費の設計・積算は農林水産省土地改良工事積算基準等により実施し、宮城県財務

規則等に基づき入札を行い、公正な競争・透明性の確保に努め、適正な事業執行がなさ

れていると判断される。

③ 事業手法に関する調査・分析・評価

・七ヶ浜地区における農山漁村地域復興基盤総合整備事業は、以下のとおり概ね予定ど

おり事業を進めることができた。



項 目 想定した事業期間 実際に事業に有した事業期間

実施設計発注・完了 平成 25 年 10 月～平成 29 年 8

月

平成 25 年 10 月～平成 29 年 8

月

建設工事発注・完了 平成 26年 2月～令和 2年 3月 平成 26年 2月～令和 4年 5月

換地業務発注・完了 平成 25 年 11 月～令和 2 年 11

月

平成 25 年 12 月～令和 2 年 10

月

作付け開始 平成 27年 4月～ 平成 27年 4月～

・営農上支障を来たす湧水や軟弱地盤の対策や、工事を実施するにあたる関係機関との

調整に時間を要し、工事が長期化したが、令和 4年度に全ての工事を完了した。

事業担当部局

宮城県農政部農村防災対策室     電話番号：022-211-2703

図１．位置図

写真 左：着手前（平成 23年 3月） 右：完成（平成 28年 6月）


